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長 期 待 約 契 約 書

需要者門真市 (以下、 「甲」という。)と 供給者関西電力株式会社 (以下、 「乙」という。)は 、甲乙

両者間で締結 した平成 23年 3月 31日 付電気需給契約書 (以下、 「需給契約書」という。)に 付帯し

て、平成 22年 4月 1日 実施の特定規模需要供給条件 (以下、 「供給条件」とい う。)に 基づき、電気の

需給について以下のとお り契約する。

I総 員J

第 1条 (契約の目的)            ・

本契約は、甲が特約適用期間を通じて第 2条 第 1号 に定める主契約の契約電力 を第2条 第 3号 に定める

乙の所有する電力供給設備の効率的かつ安定的な運用に

資することを目的とする。

第 2条 (定義規定)

本契約書において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

(1)主 契約

需給契約書において定める常時供給分の契約をいう。

(2)基 準電力

本契約において基準となる電力をいい、第 7条 に定める日における主契約の契約電力とする。

(3)尋 祇 程 許 雷 カ

特約適用期間中において甲が契約上最低維持すべき電力をいい、基準電力に0.7を 乗じて得た値と、

するさ

なお、最低保証電力の単位は 1キ ロワットとし、その端数は小数点以下第 1位 で四捨五入する。

(4)契約残存月数

特約適用期間満了に先だつて本契約が消滅する場合の残存月数をいい、本契約の消滅 日が属する月の

翌月から特約適用期間満了日の属する月までの月数 とする。

第 3条 (その他)

本契約書に定めのない用語の定義については、需給契約書および供給条件 (以下、 「供給条件等」とい

う。)に よるものとする。

2 本 契約書の各条項の規定による場合、供給条件全文において 「料金表」とあるのは、 「料金表および本

契約書」と、また、 「特約料金表」とあるのは、 「特約料金表および本契約書」と読み春える。

3 甲 と乙が需給契約書に定める契約使用期間満了等により、第4条 に定める場所を需要場所とする電気需

給契約を再締結する場合は、本契約書全文において 「需給契約書」とあるのは、 「甲乙両者間で再締結し

た電気需給契約書」と読み答える。

正 特 約 内 容

第4条 (需要場所)

甲が本契約に基づき電気を使用する場所は、大阪府門真市深田町19番 5号 (門真市環境宅ンター)と

する。

第5条 (特約種別)

甲が本契約に基づき使用する電気の特約種別は 長期特約 と



(基準電力 ・最低保証電力)

2 甲 は、主契約め契約電力を、特約適用期間を通じて、前項に定める最低保証電力以上に維持するものと
するも

第 7条 (料金適用開始の日)

料金適用開始の日は、平成 23年 4月 1日 とする。

第 o条 (特約適用期間)           ・    ・

特約適用期間は、第7条に定める日から平成26年 3月 31日 までの3年間とする。 名4肉r

III料

第 9条 (料金)

各月の料金は、主契約により算定された早収料金から、

し引いた金額を早収料金 (以下、 「早収料金」という。)

金

第 10条 の定めにより算定した長期割引額を差
として算定すると

第10条 (長期割引額)

長期割引額は、 1月 につき、次のとおり算定して得た金額 とする。

長期割引額 =そ の 1月 の基本料金 X第 11条 に定める長期割引率

2 前 項に定めるその 1月 の基本料金は、主契約によつて算定された基本料金をいい

3位 で四捨工入する。

第11条 (長期割引率)、

長期割引率は、4パ ーセントとする。    レ

第12条 (長期割引精算金および違約補償金)

第 13条 の定めにより特約適用期間満了に先だつて本契約が消滅する場合 (第13条 第 1項 第 1号 の定

めにより契約が消滅する場合で、第13条 第1項第2号の定めに該当しないときを除くものとする。)は 、
乙がやむをえないと判断するときを除き、甲は次に定ある長期割引精算金および違約補償金を乙に=≧め_

AQ―

(1)長 期割引精算金

長期割引精算金は、第 7条 に定める日から本契約の消滅 日までの期間における第 10条 の定めにより

算定した長期割引額の全額とする。

なお、この場合、本契約の消滅 日の属する月の早収料金に、当該長期割引精算金を加えた金額を早収

料金 (但し、月初に本契約が消滅する場合は、本契約の消滅 日の属する月の前月の早収料金とする。)

として算定する。

率割引または割増

しをする場合 は、



(2)違 約補償金

違約楠嶺金は、次のとおり算定して得た金額 とする。この場合、支払義務は、本契約の消滅 日に発生
するものとする。

違約補償金 =基 本料金 X第 11条 に定める長期割引幕 X契 約残存月数 X10パ ーセン ト

なお、上式における基本料金は、本契約の消滅 日の属する月の前月における主契約によって算定され

た基本料金とし、力率割引または割増しをする場合は、力率割引または割増しをしたものとする。

IV・そ

第13条 (契約の解消)

次の各号に該当する場合は、乙は、特約適用期間中であつても本契約を解消する。

(1)主 契約の契約電力が 500キ ロフントを下回る場合

(2)甲 が第 6条 第 2項 の定めに反した場合

(3)供 給条件 48(解 約)に より、乙が主契約を解約する場合              、

の 甲が本契約の廃止を希望する場合                           ,

(5)主 契約が終了した場合 (第4条 に定める場所を需要場所 とする主契約を新たに乙と締結することによ

り、甲が継続 して電気を使用する場合を除くものとする。)

2 甲 が本契約書および供給条件等の定めに反 した場合は、乙は本契約を解消することができるものとする。

第14条 (守秘義務)                          し

甲または乙は、相手方の文書等による承諾を得た場合を除き、本契約締結の事実および本契約に関する

事項について第二者に開示してはならない。

なおt本 条の規定は、本契約終了後においても有効に存続するものとする。

第15条ィ(その他の事項)

本契約書に定めのない事項については、供給条件等によるものとする。

2 本 契約書および供給条件等に定めのない事項については、甲乙両者の協議をもつて決定するものとする。

3 甲 乙両者間で締結した平成 18年 3月 31日 付長期特約契約書およびこれに付帯する覚毒は(平 成 23

年 4月 1日 以降その効力を失うものとする。

この契約締結の証として本書 2通 を作成 し、甲乙各々その 1通 を保有する。

平成 23年 3月 '1日

甲儒要者)大 阪府円真市幸野1番1号

大阪府門真市長 園部f成 |=

乙 (供給者)大 阪府守田市八雲東 1丁 目9番 15号

関西電力株式 業所

所長 浦


